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１ はじめに

大胆な金融緩和に象徴されるいわゆるアベノ

ミクスによる経済政策は，円安を追い風として

輸出が増加し，国内生産の増加や賃金上昇など

実体経済の好循環につながるものと期待され

た。しかしながら，急激な円安が進んだものの

当初予想していたよりも輸出が伸びていないこ

とを指摘する声も多い。輸出が増えるためには

企業にとってどのような条件が必要なのだろう

か？ 輸出を増加させるためにはより詳細に企

業の輸出メカニズムを分析する必要がありそう

だ。国際貿易理論で近年大きな発展を遂げた

“Firm Heterogeneity and International Trade

（企業の異質性と貿易）”に関する理論と実証研

究の蓄積は，この問いに対する答えを導き出し

てくれるかもしれない。

貿易のメカニズムを明らかにする上で企業を

分析対象とすることは理にかなっている。それ

は貿易を実際に行っている経済主体が企業に他

ならないからである。1990 年代後半には，こ

うした問題意識から企業レベルのデータを利用

して輸出の実態を把握しようとする実証研究が
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少子高齢化が進み国内市場の縮小が見込まれる中，内需拡大に努めつつ海外市場の需要を積極的に取り込ん

でいくことの重要性が増している。その一方で，日本企業の輸出動向はアベノミクス以降必ずしも好調が続い

ているとは言えない。また，世界経済の行方に不透明感が増す中，貿易自由化が企業や労働者に与える影響へ

の不安の高まりから世界的に保護主義が台頭していることも事実である。企業の国際化にはどのような条件が

必要となるのか？ 貿易自由化がもたらす影響はどのようなものか？ 近年顕著な発展を遂げた「企業の異質

性と貿易」に関する理論研究とそれに基づく実証研究の蓄積は，こうした疑問に対する答えを提示している。

この理論の第一の特徴は，分析のレベルが既存の“産業”ではなく“企業”にまで下りた点である。その結

果，生産性の高い企業は海外市場に参入できるが，生産性が劣る企業は国内市場にとどまることが示される。

輸出に際して必要となる投資や販路開拓の費用を賄えるような，生産性が高い一部の企業のみが海外需要の取

り込みに成功するのである。このことは貿易自由化には勝者と敗者が生まれることを意味する。本稿では，理

論の概要と関連する実証研究の成果を紹介しつつ，日本企業の国際化には何が必要なのか，その処方箋につい

て考えてみたい。
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本格化した。その結果，興味深い事実として主

に次の３つのことが明らかになった。一つは，

外国に製品を輸出している企業は輸出していな

い企業に比べて生産性などのパフォーマンスが

良いこと（Bernard and Jensen, 1997），貿易に

晒されると生産性が低い企業が市場から退出す

ること(Bernard and Jensen, 1999; Aw, Chung

and Roberts, 2000; Clerides et al., 1998)，貿易

自由化は市場シェアを低生産性企業から高生産

性企業に再配分し，結果として国内企業の平均

的な生産性を高めること（Tybout and West-

brook, 1995; Pavcnik, 2002; Bernard, Jensen

and Schott, 2006; Trefler, 2004）である。統計

的に確認されたこれらの事実は，産業を分析対

象としていた既存の理論枠組みでは説明するこ

とができなかった。そこで登場したのがMelitz

（2003）によって構築された「企業の異質性と

貿易」という新しい理論枠組みである。これに

より，それまでの Krugman（1979; 1980）に

代表される新貿易理論から，企業を明示的に分

析対象とした理論へと貿易理論に大きなパラダ

イムシフトが生じた。この新しい理論は，新貿

易理論の基本的な枠組みを拡張させたという意

味で「新・新貿易理論」とも呼ばれている（研

究の系譜などは田中（2015）などを参照のこ

と）。これに伴い，実証分析も新しい理論との

整合性を持つ形で企業レベルあるいは事業所レ

ベルといったいわゆる「ミクロデータ」を利用

した分析がこれまで以上に活発に行われるよう

になった。こうした理論と実証の発展は，ダイ

ナミックに変化する実体経済を理解する上でも

極めて有用な知見を提供することとなった。具

体的には，どのような属性を持つ企業が国際市

場に参入できるのか？ 貿易自由化の促進は企

業活動にどのような影響をもたらすのか？ こ

れらの問いに対する答えを企業の異質性と貿易

の理論枠組みは用意してくれる。

２ 企業の異質性と貿易に関する

理論的枠組み

⑴ 既存の理論との違い

ここでは，企業の輸出メカニズムや貿易自由

化の効果を明らかにしようとする Melitz

（2003）に代表される「企業の異質性と貿易」

の理論枠組みの概要と，実体経済に対して示唆

される理論的な帰結について説明したい。新・

新貿易理論の最大の特徴は，ある産業内の企業

の生産性はすべて等しく，その意味において

“企業は同質である”と仮定していた既存の理

論と異なり，産業内に異なる生産性を持つ

“異質な企業”が多数存在することを仮定して

いる点である。この仮定は，多くの実証分析で

指摘されている実態とも整合的である。また，

貿易に関わる費用について，既存の理論で想定

されていた輸送費用に加え，企業が輸出を開始

するためには輸出市場にアクセスするための固

定費用を支払わなければならないと考えた点で

ある。輸出の固定費用には，販路開拓・確保の

ための費用として，たとえば外国のバイヤーを

探索する費用や，外国の消費者の嗜好を調査す

るためのマーケティングの費用などが含まれ

る。また，輸出を開始するためには外国市場で

の環境規制や安全規制などルールを調査し，そ

れに適合した形に自社製品をカスタマイズしな

くてはならない場合もある。その他にも，外国

市場に製品を供給するためには流通ネットワー

クを構築しなければならない。こうした販路開

拓，規制への適合，流通ネットワークの構築は

輸出を開始する際に支払わなければならない
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が，一度整備できればそのまま次回も使えると

いう意味で固定費用と言える。輸出開始にあた

り何らかの固定費用がかかるという仮定は，実

際の企業活動の実態とも整合的である。たとえ

ばパナソニックは，中国市場において当初は日

本仕様の冷蔵庫を販売していたが，これが不振

であったため，戸別訪問等を通じてマーケティ

ング調査を実施したという。その結果，中国の

一般家庭の台所は日本に比べて小さいこと，冷

蔵庫をリビングに設置する傾向があることが分

かり，日本仕様より５センチ横幅を短くした製

品を開発・販売したところ，売り上げが 10 倍

に伸びたという（『日経トレンディネット』

2008 年 11 月 10 日）。このように，輸出の固定

費用に関する事例を挙げれば枚挙にいとまがな

い。特に販路の開拓や確保は，中小企業へのア

ンケート調査でも輸出を開始するための条件と

して最も多くの企業が挙げている（『中小企業

白書 2012』）。

⑵ 生産性が高い企業だけが輸出できる

輸送費用，輸出の固定費用，生産性が企業の

間で異なること，これら３つの要素を取り入れ

ると，図のような形で企業の輸出メカニズムを

示すことができる。図１の縦軸は利潤を示し，

固定費用がそれぞれ国内供給（ fD）と輸出

（fE）の場合について示されており，輸出の固

定費用は国内供給のそれよりも大きいことが仮

定されている。横軸には生産性を取り，右方ほ

ど生産性が高いこと意味する。生産性が高いほ

ど事業から得られる利潤は増えるので，生産性

と利潤の関係は右上がりの関係として示され

る。図中には，国内供給から得られる利潤の増

え方と，輸出による利潤の増え方をそれぞれ点

線で示している。利潤の増え方に注目すると輸

出の方が国内供給よりも傾きが緩やかである

が，これは輸出のために輸送費用や関税などが

かかるためである。

ここで A 点は国内市場への参入を決定する

生産性の閾値であり，A 点を超える生産性を

持つ企業はプラスの利潤を得られるため国内供

給を開始し，A 点に満たない生産性の企業は

マイナスの利潤のため市場から退出する。一方

B点は輸出市場への参入を決定する生産性の閾

値である。B点を超える高い生産性を持つ企業

は輸出から利潤が得られるようになるので国内

供給に加えて輸出も開始するようになる。した

がって企業の生産性と利潤の関係は A 点と B

点で屈折する実線で示したような関係で示さ

れ，A 点までは参入しないので利潤がゼロと

なり，B点を超えると輸出の利潤が加わること

となる。このように企業の異質性の貿易理論

は，生産性が高い企業は輸出市場にアクセスで

きるが，生産性が低い企業は国内供給にとどま

ることを示しており，一部の企業だけが輸出し

ている実態を描写することに成功している。

⑶ 輸出企業を増やすには

新・新貿易理論は，輸出企業を増やすにあ
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図1 企業の異質性と貿易に関する理論

（出所）Melitz (2003), Helpman (2006) に基づき作成。



たっては，企業の生産性を上昇させる以外に次

の２つのアプローチが有益であることを示唆し

ている。

第一に，貿易自由化は関税削減等により貿易

費用を低減させ，輸出市場へのアクセスを容易

にするアプローチである。これは図１では輸出

企業の利潤の増え方を示す右上がりの線の傾斜

が急になることを意味し，輸出閾値 B 点を左

方に移動させ，これまで輸出できなかった企業

が新たに輸出できるようになる。同時に，実証

研究で示されたように，貿易自由化は低生産性

企業を退出させ，高生産性企業に市場シェアを

移行させる。そのメカニズムは労働市場を通じ

たものとして説明される。輸出企業の増加は労

働需要を増加させ，賃金上昇をもたらす。賃上

げは企業にとってコスト上昇になるため，今度

は国内供給の利潤の増え方を示す線の傾斜が緩

やかになり国内市場の参入閾値 A点が右方に

移動する。これはコスト増に耐えきれない生産

性が低い企業が市場から退出することを意味す

る。結果として市場のシェアが高生産性企業に

シフトし，企業全体の平均的な生産性が上昇す

るという貿易の利益が生じるのである。第二

に，輸出の固定費用を削減するというアプロー

チである。これも図中では輸出の場合の右上が

りの直線が上方にシフトすることを意味するの

で，輸出閾値を左方に移動することが確認でき

る。具体的に固定費用の削減には様々な方法が

考えられるが，たとえば外国市場に関する情報

提供や，バイヤーとのマッチングを企図した見

本市や商談会の開催が考えられる。日本では経

済産業省が中心となり，中小企業の輸出や海外

進出への助言と支援を行っている。たとえば中

小企業基盤整備機構は「中小企業海外展開ワン

ストップ相談窓口」を設置して相談を受け付け

ている他，日本貿易振興機構（JETRO）は研

修や商談会を全国で開催し，実務経験が豊富な

商社OB等の派遣事業を実施して情報提供や助

言に力を入れている。

企業の異質性と貿易の理論は，その後 Help-

man, Melitz and Yeaple（2004）によって直接

投資（現地生産・供給）の選択肢も加えられ拡

張されている。生産性がある水準を超えると，

輸出よりも現地生産・供給に切り替えた方が利

潤が大きくなることから，最も生産性が高い企

業が国内供給に加え現地生産・供給を選択し，

続いて生産性が高い企業が国内供給と輸出，そ

して生産性が低い企業は国内供給にとどまるこ

とが示されている。さらに，企業の異質性に関

する理論は企業の輸入（海外調達）を説明する

ことにも適用されている。海外調達の調達先は

主に２つに分けられる。一つは対外直接投資を

通じて設置した自社の海外子会社において部品

や素材等の中間財を生産し親子会社間の取引に

よって調達すること。いま一つは，資本関係を

持たない外国企業に対して生産委託（アウト

ソーシング）を行い調達することである。こう

した企業内取引による調達か，企業間取引によ

る調達かという選択は，“企業の境界”はどこ

にあるのかという問題として扱われている。

Antràs and Helpman（2004）はこの問題に

Helpman, Melitz and Yeaple（2004）の企業の

異質性を取り入れ，生産性の序列によって調達

先の選択が異なることを理論的に示した。具体

的には，生産性が低い企業は国内で生産委託を

選択し，生産性が上昇するにつれて国内での企

業内取引による生産・調達，海外への生産委

託，そして最も生産性の高い企業群は直接投資

による海外生産・調達を選択するようになるこ

とを示した。このように企業の異質性と貿易の

86 世界経済評論 2017年11月12月号

リレー連載 百花繚乱：国際経済学に関する実証研究



理論はその扱いやすさから様々な事象を説明す

ることに応用されている。

３ 理論の一般性に関する実証

⑴ 日本企業への当てはまり

企業の異質性と貿易に関する理論モデルは，

元々実証研究によって示されてきた事実を反映

させたものであるが，それらの多くは米国企業

のミクロデータによって示されたものであっ

た。その後，企業の異質性と貿易に関する理論

が構築されると，「パフォーマンスが優れてい

る企業が輸出する」という事実は米国以外の

様々な国のミクロデータを用いて確認されるよ

うになった。たとえば日本のデータを利用した

研究としては，Kimura and Kiyota（2006）が

日本企業のミクロデータを利用して理論的に示

された生産性の序列を確認している。同時に，

理論では輸出に代わって直接投資にスイッチす

ることが示されているが，統計上は輸出と直接

投資に同時に従事している企業が相当数存在す

ることを報告している。現実には理論が想定し

ているような単純な国際化を企業は選択してい

るのではなく，かなり複合的に取り組んでいる

様子が読み取れる。Wakasugi et al.（2008）

は，欧州の結果と比較可能な形で日本企業につ

いてさらに分析を試みている。欧州の企業デー

タで示された結果と同様に，日本においてもほ

んの一握りの企業が輸出している実態と，輸出

や直接投資に従事している企業の属性が様々な

面で非国際化企業を上回っていることなどが示

されている。表１は日本の製造業企業について

輸出企業の属性が非輸出企業より何倍高いか

を，従業員数，付加価値額，賃金について示し

たものである。欧州を含めていずれも 1を超え

ており，たとえば日本の場合，従業員数は輸出

企業の方が平均的に 3倍多く，付加価値額は５

倍，賃金については 25％高いことが分かる。

⑵ 因果関係の特定

生産性が高い企業が輸出や直接投資に従事し

ている実態が明らかになっている一方で，生産

性の違いが輸出企業の選抜に影響を与えている

のか，あるいは輸出が企業の生産性に違いをも

たらしているのかという因果関係に関する問い

は実証的課題として残されてきた。しかしなが

らこの問いに対する答えを導くことは容易なこ

とではない。これは生産性を上昇させるような

技術の導入や投資と輸出参入が相互に関連して

いるためである。たとえば Aw, Roberts, and

Winston (2007) や，Aw, Roberts, and Xu (2011)

は，台湾のエレクトロニクス産業の事業所デー

タを利用して，輸出と研究開発（R&D）投資の意
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表1 輸出企業の企業属性

従業員数 付加価値額 賃金 資本集約度

輸出プレミアム

日本 3.02[3.76] 5.22[6.06] 1.25[1.10] 1.29[1.00]

ドイツ 2.99[4.39] 1.02[0.06]

フランス 2.24[0.47] 2.68[0.84] 1.09[1.12] 1.49[5.6]

イギリス 1.01[0.92] 1.29[1.53] 1.15[1.39]

イタリア 2.42[2.06] 2.14[1.78] 1.07[1.06] 1.01[0.45]

ハンガリー 5.31[2.95] 13.53[23.75] 1.44[1.63] 0.79[0.35]

ベルギー 9.16[13.42] 14.8[21.12] 1.26[1.15] 1.04[3.09]

ノルウェー 6.11[5.59] 7.95[7.48] 1.08[0.68 1.01[0.23]

直接投資プレミアム

日本 4.79[8.71] 8.79[12.52] 1.26[1.24] 1.53[1.23]

ドイツ 13.19[2.86]

フランス 18.45[7.14] 22.68[6.1] 1.13[0.9] 1.52[0.72]

ベルギー 16.45[6.82] 24.65[11.14] 1.53[1.2] 1.03[0.82]

ノルウェー 8.28[4.48] 11[5.41] 1.34[0.76] 0.87[0.13]

（出所）若杉他（2008），表 5。欧州の結果はMayer and Ottaviano

(2007)。括弧内は標準偏差。



思決定が密接に関係していることを明らかにし

ている。Bustos（2011）は，新技術の導入が輸出

参入の重要な要素である企業の生産性を上昇さ

せることを踏まえ，企業の異質性の理論に新技

術の導入という選択肢も加え，モデルを拡張させ

ている。新技術の導入は固定費用を要するが生

産性を上昇させる効果を持つ。この固定費用を

賄える生産性が高い企業のみ新技術の導入が可

能となる。貿易自由化は輸出から得られる利潤

を高めるため，生産性の高い企業群で新技術を

導入し新たに輸出参入する企業が増加すること

が予測される。因果関係を特定するため，Bustos

（2011）は南米南部共同市場（MERCOSUR）

発足に伴うブラジルの関税削減のアルゼンチン

企業への影響について検証し，貿易自由化が新

技術の導入を企業に促す効果があることを発見

している。この他にも Verhoogen（2008）が

メキシコにおいて品質向上と企業の輸出が関係

していること，Lileeva and Trefler（2010）は

カナダの企業について技術導入と輸出が関連し

ていることを報告している。このように貿易自

由化のタイミングで R&D投資等による生産性

の上昇が促されていることを識別することで，

生産性が高い企業が輸出に選抜されるという因

果関係が特定されている。

他方で，R&D 活動は必ずしも自前ですべて

行われるわけではない。他社から技術購入した

り外部委託することも考えられる。Ito and

Tanaka（2016）は，Bustos（2011）の分析枠組

みを企業の R&D 戦略について社内の R&D 投

資と社外 R&D戦略（他社からの技術導入や他

社への R&D委託など）を含める形にモデルを

拡張し，日本の製造業の企業データを利用して

R&D 戦略と輸出との関係を実証分析してい

る。その結果，R&D 活動に取り組んでいる企

業は取り組んでいない企業に比べ輸出する傾向

が強く，特に社外の技術知識を活用している企

業ほどその傾向が顕著であることが判明した。

図２は R&D戦略別に輸出企業の割合を示した

ものであるが，輸出参加率が最も高いのは社内

R&D 投資と共に外部から技術の導入を図って

いる企業である。さらに図２には全要素生産性

（TFP）の水準も示しているが，最も高い生産

性を有するのは社内 R&D と社外 R&D 戦略を

同時に採用している企業である。輸出によって

外国市場の需要を取り込むためには，企業は仕

向け地の消費者の嗜好や規制に適応する形で自

社製品をカスタマイズしたり，新しい製品を新

規に開発したりする必要性に迫られる。輸出に

成功する企業は社内の R&D投資だけでなく社

外の技術知識を取り入れて効率化を図っている

ものと考えられる。こうしたオープンな R&D

戦略が企業の生産性を上昇させ輸出参入を促進

させることが示唆される。

４ 実証分析の応用と発展

⑴ 重力モデルへの応用

国家間の貿易量を輸出国と輸入国の経済規模

や距離に関連付け，これらの統計データを利用
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図2 R&D戦略別に見た日本企業の輸出参加率と生産性

（出所）Ito and Tanaka (2016)を基に作成。



して２国間の貿易量を説明しようとする手法に

「重力モデル」がある。この重力モデルにも，

企業の異質性を取り入れたモデルが Helpman,

Melitz and Rubinstein（2008）によって構築さ

れている。彼らは，世界中の２国間の貿易ペア

を観察したところ半分近くのペアは互いに貿易

していないことに注目した。そこで企業の異質

性と貿易の理論を適用し，生産性が高い一部の

企業だけが輸出できることをモデルに組み入

れ，輸出から利潤が得られない場合には企業は

対象の相手国には輸出しないことを重力モデル

に反映させた。このことを実証分析でも考慮す

るため，それまでの重力モデルの実証では捨象

されてきた貿易ゼロの国ペアも対象とするデー

タに含め，最初に貿易の有無を検証してから重

力モデルを推計するという２段階推計の手法で

分析している。これによって，たとえば新たに

貿易を始める国ペアを捉えるような貿易の拡張

的な貿易変化（Extensive margin）と，既に貿

易している国ペア間の集中的な貿易変化

（Intensive margin）とに貿易変化を分解して

分析できることとなった。その結果，貿易の増

加には後者よりも前者の拡張的な貿易変化が重

要であることが判明した。企業の異質性を取り

入れた重力モデルは，企業データを利用する必

要性がないことや，その柔軟な枠組みから貿易

の決定要因を分析する際に応用が容易である。

たとえばManova（2013）は，貿易を制限する

負の要因として企業が直面する金融制約に焦点

を当て，企業が固定費用の一部を外部からファ

イナンスすることを想定し，Helpman, Melitz

and Rubinstein（2008）による重力モデルを応

用している。その結果，金融へのアクセスが

整った国であるほど企業の輸出参入が増えるこ

とが示され，実証分析においても対 GDP 民間

信用額など金融環境の整備度合いを示す変数を

利用してその傾向を確認している。

⑵ 貿易利益・格差に関する研究の発展

貿易利益や経済厚生に与える効果に関する研

究も盛んに行われている。企業の異質性の理論

に基づくと，貿易自由化がもたらす利益は次の

３つに分けられる。（１）規模経済性の実現と

製品数の増加による利益，（２）低生産性企業

から高生産性企業へ生産資源が移転されること

によって産業全体で生産性が上昇すること，

（３）輸出参入に際してR&D等のイノベーショ

ンによって企業の生産性が上昇することである

（Melitz and Trefler, 2012）。これらの経路を通

じた利益は，実際に Lileeva and Trefler (2010)

が米加自由貿易協定によるカナダ製造業企業の

生産性への影響について実証している。企業の

異質性と貿易に関する理論に基づいて経済厚生

を評価する実証研究も行われている（Arkolakis,

Costinot and Rodríguez-Clare, 2012; Melitz and

Redding, 2015）。経済厚生の定式化や試算の際

のパラメーターの与え方の違いにより研究に

よって差があるが，企業の異質性の理論を踏ま

えると貿易自由化が経済厚生に与えるプラスの

効果は既存の理論に比べて４倍に上昇するとい

う試算もある（Balistreri, Hillberry and Ruther-

ford, 2011）。

理論は企業の新陳代謝を促し生産性を上昇さ

せる等の利益をもたらすことを示しているが，

同時に企業の間で勝者と敗者を生むことも意味

している。しかし理論では企業間の格差は説明

できるが，全ての労働者が同一の賃金を受け取

ることを仮定しているため労働者間の賃金格差

を説明することはできない。このため貿易が賃

金格差を拡大させるのかという問題に関して企
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業の異質性の理論を応用発展させ，貿易による

格差への影響を解明しようとする研究が近年盛

んに行われている。たとえば Helpman et al.

（2017）は，企業の異質性と共に労働者の職探し

と雇用主とのマッチングをモデルに取り入れた

Helpman, Itskhoki and Redding（2010）の理論

を拡張させ，ブラジルの雇用主と労働者を結合

させた個人レベルのデータを利用して貿易が賃

金格差を拡大させることを実証している。既存

の貿易理論では貿易自由化が産業間あるいは職

種間で格差を拡大させることが示されたが，企

業の異質性と労使間のマッチングを考慮するこ

とで生産性の高い輸出企業は非輸出企業に比べ

高賃金を支払うことが描写され，自由化後に輸

出参入が増えると産業内・職種内で企業間の賃

金格差が拡大するのである。他方で，彼らの理

論は貿易自由化が当初こそ賃金格差を拡大させ

るが，自由化が進むとやがて格差縮小に転じる

ことも示しており，ブラジルの MERCOSUR

加盟後の賃金格差の動向に理論と整合的な実証

結果を見出している。貿易と格差に関するト

ピックは，既存の理論では説明できなかった問

題を理論の拡張とミクロデータの利用が可能と

なったことで拓かれた好例と言える。

⑶ 海外調達に関する実証研究

海外調達については貿易や直接投資以上に

データの制約が厳しいが，近年，企業の異質性

の理論に基づいた実証分析の蓄積が進んでい

る。特に，直接投資を通じた企業内取引による

海外調達か，企業間取引による外国企業からの

調達かという選択の背景には，Antràs and

Helpman（2004）によって理論的に生産性の

序列が存在することが示されていたが，実証的

な証拠は示されていなかった。この点に関して

Tomiura（2007）は，この海外調達に関する生

産性の序列が現実に当てはまるのかどうかを，

日本企業について「商工業実態統計調査」の個

票データを利用して検証している。その結果，

直接投資を通じた海外子会社での生産・調達を

選択している企業の生産性は，資本関係を持た

ない外国企業への生産委託に従事している企業

の生産性より統計的に高いことを確認し，理論

と整合的な生産性の序列が認められることを示

した。輸出の場合と同様，生産委託や直接投資

を通じた海外調達に従事する企業も，一部の生

産性が高い企業に限られることが明らかになっ

ている。海外への生産委託は製造に関する業務

以外にもサービス業務にも広がっているとされ

るが，貿易データと異なり詳細なミクロデータ

の利用可能性は限られている。こうしたことか

ら企業へのアンケート調査によってデータの限

界を克服しようとする試みもある。たとえば日

本企業について調査した Ito, Tomiura and

Wakasugi（2007）によれば，日本企業の海外委

託はアジア諸国への製造業務の生産委託が支配

的で，サービス業務を海外委託している企業は

生産性が高い一握りの企業に限定されている。

５ おわりに

本稿では，企業の国際化のメカニズムを企業

の異質性に焦点を当てて明らかにした近年の発

展著しい理論と実証研究について紹介してき

た。実証研究による発見が新しい理論の動機付

けとなったわけではあるが，理論構築後はその

扱いやすさから様々なトピックに応用され実証

研究を飛躍的に発展させることとなった。本稿

で紹介した研究はその一部に過ぎないが，この

ように理論と実証の両面で企業単位の研究が蓄
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積されたことで，より現実的な含意が得られる

こととなった。

最後に，冒頭で提示した問いに戻りたい。ど

のような属性を持つ企業が国際市場に参入でき

るのか？ 実証研究からは輸出と関連する企業

活動として，R&D 投資等による新技術の導入

が重要であることが数多くの研究で指摘されて

いる。日本企業の生産性は過去 20 年余り伸び

悩んでいる。その背景には，R&D の成果が収

益に必ずしも結びついていないことを指摘する

声もある。元来多くの日本企業は，自前主義で

R&D 投資をしてきたが，グローバルな競争環

境が厳しさを増す中，外部資源を活用した

R&D 戦略の重要性が高まっている。企業がこ

うしたいわゆる「オープン・イノベーション戦

略」を進めることで，生産性の上昇や企業の輸

出参入が伸びることが期待される。輸出参加を

促すにあたっては，固定費用を低減させるよう

な公的な支援に加え，民間のアイデアも欠かせ

ない。実証研究でも指摘されているように，固

定費用の一部を与信する金融機関や制度も重要

な役割を担う。その他にも，現実経済では協同

組合の結成により海外市場の情報収集や販路開

拓，貿易実務などを共有することで固定費用を

共有しようという動きも見られる。言語障壁の

克服には留学生を含めたグローバル人材の雇用

が考えられるであろう。

第二に，貿易自由化の促進は企業活動にどの

ような影響をもたらすのか？ 貿易自由化は企

業の新陳代謝を促し平均的に生産性を上昇させ

るが，それは勝者と敗者を生むことを意味す

る。実証分析が示すように，貿易自由化により

産業内・職種内で格差が拡大し国際化に成功す

る企業と国内にとどまる企業との間で賃金格差

は高まる。この背景には国際化に伴う高度人材

への需要の高まりがある。一部の企業で幹部候

補の育成に力を入れたり，採用発掘に力を入れ

ている背景には，こうしたグローバル化による

高度人材への需要増に拍車がかかっているため

であろう。企業による人材への投資や，高等教

育機関の役割がますます重要になることが示唆

される。

企業の異質性を取り入れた貿易理論はその扱

いやすさから貿易や直接投資に関連する様々な

イシューに応用されている。他方で，研究のス

ピード以上に企業のグローバルな経済活動は複

雑化しており，明らかにすべき企業行動やその

影響は常に変化している。今後もさらなる研究

が必要とされている分野であるが，実証分析で

はミクロデータであるが故，個別企業等の情報

を含むため利用が制限されるなどデータへのア

クセスが問題となる。日本では，経済産業省の

「工業統計調査」，「企業活動基本調査」，「海外

事業活動基本調査」といったミクロデータがあ

るが，近年利用の拡大が図られているものの利

用には統計法に基づいた目的外利用の申請が必

要となる。この他にも，民間の調査会社が収集

する企業の財務情報などのミクロデータもある

が，通常は有料でありアクセスは容易ではない。

他方でアクセスが可能なミクロデータもある。

たとえば世界銀行の“Microdata Library”で

は，事前登録することで発展途上国を中心とす

る様々な国で収集されたミクロデータを利用で

きるサービスも提供されている。保護主義の台

頭を受け，貿易自由化が経済や社会にもたらす

影響が注目を浴びる中，必ずしも実証的な証拠

に基づいた議論がなされてきたとは言えない。

今後もミクロデータを中心とした実証研究のさ

らなる蓄積が求められている。
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